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1. 放射線防護に関する基本方針 

1.1 基本的考え方 

  放射線被ばく管理及び放射性廃棄物の廃棄に当たっては，「核原料物質，

核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制法」と

いう。）及び「労働安全衛生法」を遵守し，廃棄物管理施設に起因する放

射線被ばくから公衆及び放射線業務従事者等を防護するため十分な放射線

防護対策を講ずる。 

  さらに，公衆の線量及び放射線業務従事者等の立入場所における線量が

合理的に達成できる限り低くなるようにする。 

  放射線による被ばくの管理及び放射性廃棄物管理の運用については，

「原子炉等規制法」に基づく保安規定に定める。 

  



6－1－2 

1.2 具体的方法 

 (１) 廃棄物管理施設に係る公衆の線量及び放射線業務従事者等の立入場

所における線量を合理的に達成できる限り低くする方針で，遮蔽設備，

放射線管理設備及び放射性廃棄物の廃棄施設を設計し，運用する。 

 (２) 放射線業務従事者等に対しては，管理区域を設定して，外部放射線

に係る線量当量，空気中の放射性物質の濃度及び床等の表面の放射性物

質の密度を監視して，その結果を管理区域の諸管理に反映し，線量の低

減に努める。 

 (３) 放射線業務従事者に対しては，被ばく歴を把握するとともに，常に

線量当量を測定し，線量の評価を行い，線量の低減に努める。 

   さらに，定期的に健康診断を行って身体的状態を把握する。 

 (４) 管理区域の外側には，周辺監視区域を設定して，この区域では人の

居住を禁止し，境界に柵又は標識を設ける等の方法によって業務上立ち

入る者以外の者の立入りを制限する。 

 (５) 気体廃棄物の大気中への放出については，公衆の線量が，合理的に

達成できる限り低くなるように努める。 

 (６) 廃棄物管理施設からの平常時の直接線及びスカイシャイン線に起因

する敷地境界外での線量については，合理的に達成できる限り低くなる

ように遮蔽材の使用等による設計上の配慮を行う。 
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2. 施設の放射線管理 

2.1 管理区域及び周辺監視区域の設定 

2.1.1 管理区域 

  廃棄物管理設備本体，放射性廃棄物の受入れ施設等の場所であって，そ

の場所における外部放射線に係る線量，空気中の放射性物質の濃度又は放

射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密度が，「核原料物

質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等

を定める告示」（平成27年８月31日原子力規制委員会告示第８号）（以下

「線量告示」という。）（第１条）に定められた値を超えるか，又は超え

るおそれのある区域は，すべて管理区域とする。 

  管理区域の設定に当たっては，室，建物その他の施設の配置及び管理上

の便宜をも考慮して，ガラス固化体受入れ建屋，ガラス固化体貯蔵建屋，

ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟及び北換気筒管理建屋に管理区域を設ける。ガ

ラス固化体受入れ建屋，ガラス固化体貯蔵建屋，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ

棟及び北換気筒管理建屋の管理区域については，添付書類五「1.2 放射

線の遮蔽に関する設計」に示す遮蔽設計区分概略図の区分Ｉ１を除いた範

囲が該当する。 

  また，ガラス固化体輸送容器（以下「輸送容器」という。）等の搬出入

時等において，一時的に上記管理区域に係る値を超えるか，又は超えるお

それのある区域が生じた場合は，一時的な管理区域とする。 
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2.1.2 周辺監視区域 

  管理区域の周辺の区域であって外部放射線に係る線量及び空気中の放射

性物質の濃度が，「線量告示」（第２条及び第８条）に定められた値を超

えるおそれのある区域を周辺監視区域とする。周辺監視区域の設定に当た

っては，管理上の便宜も考慮して第2.1－１図に示すように敷地境界付近

に境界を設定する。 
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2.2 管理区域の管理 

  管理区域については，「核燃料物質又は核燃料物質によって汚染された

物の廃棄物管理の事業に関する規則」（以下「廃棄物管理事業規則」とい

う。）（第27条）にしたがって，次の措置を講ずる。 

 (１) 壁，柵等の区画物によって区画するほか，標識を設けることによっ

て明らかに他の場所と区別し，かつ，放射線等の危険性の程度に応じて

人の立入制限，鍵の管理等の措置を講ずる。 

 (２) 床，壁その他人の触れるおそれのある物であって，放射性物質によ

って汚染された物の表面の放射性物質の密度が，「線量告示」（第４条）

に定められた表面密度限度を超えないようにする。 

 (３) 放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙を禁

止する。 

 (４) 管理区域から人が退去し，又は物品を持ち出そうとする場合には，

その者の身体及び衣服，履物等身体に着用している物並びにその持ち出

そうとする物品（その物品を容器に入れ又は包装した場合には，その容

器又は包装）の表面の放射性物質の密度が(２)の表面密度限度の十分の一

を超えないようにする。 

   また，管理区域は，外部放射線に係る線量率，放射性物質による汚染

の有無，放射線業務従事者の立入頻度等に差異があるので，これらのこ

とを考慮して適切な諸管理を行う。 

   ただし，放射性物質を密封して取り扱い又は貯蔵し，汚染のおそれの

ない区域は，外部放射線のみの管理を行う。 
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2.2.1 管理区域の区分 

  管理区域は，外部放射線に係る線量率の高低，空気中の放射性物質の濃

度，床等の表面の放射性物質の密度に起因する汚染の高低等を勘案して，

第2.2－１表に示すように，グリーン区域，イエロ区域及びレッド区域に

区分する。さらに，グリーン区域及びイエロ区域は，外部放射線に係る線

量率の高低に応じ区分し管理する。これら区域間において段階的な出入管

理を行うことによって管理区域へ立ち入る者の被ばく管理等が容易かつ確

実に行えるようにする。 
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2.2.2 遮  蔽 

  放射線業務従事者を外部被ばくから防護するため，関係各場所への立入

りの頻度，立入時間等を考慮して，第2.2－２表のように管理区域の遮蔽

設計に係る基準線量率を定め，これらの基準に適合するように遮蔽設計を

行う。 

  遮蔽については，添付書類五「1.2 放射線の遮蔽に関する設計」に示

す。 

  第2.2－２表に示す時間は，毎週必ず立ち入る時間を示すものではなく，

立入りに対する制限は，線量率，作業に要する時間，個人の線量等を考慮

して決定する。 
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2.2.3 換  気 

  放射線業務従事者等を汚染された空気による被ばくから防護するため，

換気設備は，以下の条件を満足するように管理する。 

 (１) 空気中の放射性物質の濃度が，第2.2－１表に示す各区域について許

容されている値よりも，十分低くなっていること。 

 (２) 空気が汚染のおそれのある区域から清浄区域に流れないこと。 

  換気設備の具体的な説明は，添付書類五「7.2 気体廃棄物の廃棄施設」

に示す。 
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2.2.4 線量当量率等の測定 

  放射線業務従事者等の線量の管理が，容易かつ確実に行えるようにする

ため，屋内モニタリング設備及び放射線サーベイ機器により，管理区域の

放射線レベル等の状況を把握する。 

  また，管理区域における外部放射線に係る線量当量率等を管理区域入口

付近に表示する。 

 (１) 外部放射線に係る線量当量率の測定 

 ａ．エリアモニタによる測定 

   管理区域の外部放射線に係る線量を把握するため，管理区域の主要場

所について外部放射線に係る線量当量率を測定し，放射線レベルがあら

かじめ設定された値以上になると，制御室及び必要な箇所において警報

を発する。 

   エリアモニタの主な設置場所は，添付書類五「6. 放射線管理施設」

に示す。 

 ｂ．サーベイメータによる測定 

   放射線業務従事者等の立入頻度及び被ばくの可能性を考慮し，必要な

箇所については，定期的及び必要の都度サーベイメータによる外部放射

線に係る線量当量率の測定を行う。 

   サーベイメータとしては，次のものを使用する。 

    ガンマ線用サーベイメータ 

    中性子線用サーベイメータ 

 (２) 空気中の放射性物質の濃度の測定 

 ａ．ダストモニタによる測定 

   管理区域の空気中の放射性物質の濃度を把握するため，管理区域の主

要場所について空気中の放射性物質の濃度を測定し，放射能レベルがあ
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らかじめ設定された値以上になると，制御室及び必要な箇所において警

報を発する。 

   ダストモニタの主な設置場所は，添付書類五「6. 放射線管理施設」

に示す。 

 ｂ．サンプリング法による測定 

   放射線業務従事者等の立入頻度及び汚染のおそれを考慮し，必要な箇

所については，サンプリング法により空気中の放射性物質の濃度の測定

を定期的及び必要の都度行う。 

 (３) 表面の放射性物質の密度の測定 

   放射線業務従事者等が頻繁に立ち入る箇所について，サーベイ法又は

スミヤ法により，床，壁その他人の触れるおそれのある物の表面の放射

性物質の密度の測定を定期的及び必要の都度行う。 

   サーベイメータとしては，次のものを使用する。 

    アルファ線用サーベイメータ 

    ベータ線用サーベイメータ 
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2.2.5 人の出入管理等 

 (１) 管理区域への立入制限 

   管理区域への立入りは，あらかじめ指定された者で，かつ，必要な場

合に限るものとする。 

   管理区域への立入制限は，出入管理室において行う。 

 (２) 出入管理の原則 

 ａ．管理区域の人の出入りについては，出入管理室において確認し記録す

る。 

 ｂ．管理区域に立ち入る者には，所定の被服，個人線量計等を着用させる。 

 ｃ．汚染のおそれのある管理区域から退出する者には，退出モニタ等によ

って表面汚染検査を行わせる。 

 ｄ．管理区域の人が立ち入る場所であって，外部放射線に係る線量率が高

い区域（50μＳｖ／ｈを超える区域）については，必要に応じて立入り

の制限，鍵の管理等を実施し，放射線業務従事者等の線量の低減に努め

る。 

 ｅ．原則として第2.2－１表に示すレッド区域には，放射線業務従事者等

が立ち入らないようにする。 

   ただし，立入りが必要となった場合には，線量率の低減等の措置を行

うとともに，立入りに際しては十分な放射線管理を行う。 

 ｆ．見学者等一時的に立ち入る者が管理区域に立ち入る場合には，放射線

業務従事者を同行させ，その指示に従わせる。 

 (３) 管理区域での遵守事項 

 ａ．放射性物質を経口摂取するおそれのある場所での飲食及び喫煙を禁止

する。 

 ｂ．異常事態の発生又はそのおそれがある事象を発見した場合は，直ちに
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必要箇所へ連絡させ，その指示に従わせる。 
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2.2.6 物品の搬出入管理 

管理区域への物品の持込み持出しは，原則として出入管理室において行

う。 

ただし，輸送容器，大型機器等の搬出入に際しては，機器搬出入口で放

射線業務従事者等の出入管理及び物品類の搬出入管理を行うこととし，必

要に応じて臨時の出入管理設備を設ける。 

汚染のおそれのある管理区域から物品を持ち出そうとする場合には，そ

の持ち出そうとしている物品（その物品を容器に入れ又は包装した場合に

は，その容器又は包装）の表面汚染検査を行う。 

  



6－2－12 

2.2.7 作業管理 

  管理区域での作業は，放射線業務従事者の不必要な放射線被ばくを防止

することを旨として次のように行う。 

 (１) 事前に作業環境に応じて防護具類の着用，時間制限等必要な条件を

定め，放射線業務従事者の個人被ばく歴を考慮して合理的な作業計画を

立てる。 

   また，必要に応じて事前に作業訓練を行う。 

 (２) 作業中には，必要に応じ，外部放射線に係る線量当量率及び空気中

の放射性物質の濃度を測定し，必要な場合には，一時的遮蔽の使用，除

染等を行い，作業環境の保全に努める。 

 (３) 請負業者の作業管理については，当社放射線業務従事者に準じて行

うほか，立会等により指導監督を行う。 
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2.3 周辺監視区域の管理 

  「廃棄物管理事業規則」（第27条）の規定に基づき，周辺監視区域は人

の居住を禁止し，境界に柵又は標識を設ける等の方法によって周辺監視区

域に業務上立ち入る者以外の者の立入りを制限する。 

  周辺監視区域は，「線量告示」（第１条）に定められた外部放射線に係

る線量，空気中の放射性物質の濃度及び放射性物質によって汚染された物

の表面の放射性物質の密度以下に保つ。 

  具体的には，外部放射線に係る線量については，管理区域の外側におい

て，３月間について1.3ｍＳｖを超えないよう管理する。空気中の放射性

物質の濃度については，管理区域との境界を壁等によって区画するととも

に，放射性物質の濃度の高い空気が管理区域から容易に流出することのな

いよう換気設備を管理する。 

  また，放射性物質によって汚染された物の表面の放射性物質の密度につ

いては，「2.2 管理区域の管理」に述べたように人及び物品の出入管理

を十分に行う。 

  これら基準を満足していることを確認するために，周辺監視区域内にお

いて定期的に外部放射線に係る線量当量の測定を行い，必要に応じて放射

線サーベイを行う。 

  周辺監視区域外において，「線量告示」（第２条及び第８条）に定めら

れた線量限度及び濃度限度以下になるよう管理する。 
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2.4 個人被ばく管理 

  放射線業務従事者の個人被ばく管理は，常に線量当量を測定し，線量の

評価を行うとともに定期的及び必要に応じて健康診断を実施し，身体的状

態を把握することによって行う。 

 (１) 管理区域立入り前の措置 

   放射線業務従事者に対しては，あらかじめ次のような措置を講ずる。 

 ａ．放射線防護に関する教育及び訓練を行う。 

 ｂ．被ばく歴及び健康診断結果を調査し，問題のないことを確認する。 

 (２) 放射線業務従事者の線量限度 

   放射線業務従事者の線量は，「線量告示」（第５条及び第７条）に定

められた線量限度を超えないようにする。 

 (３) 線量の管理 

   放射線業務従事者の線量が，線量限度を超えないように以下の管理を

行う。 

 ａ．外部被ばくに係る線量当量の測定 

 (ａ) 放射線業務従事者には，管理区域において，個人線量計を着用させ，

外部被ばくに係る線量当量の積算値を日ごと及び定期的に測定する。 

   また，見学者等一時的に立ち入る者には，個人線量計により，その都

度外部被ばくに係る線量当量の測定を行う。 

 (ｂ) 特殊な作業に従事する者に対しては，その作業に応じて適切な個人

線量計を着用させ，線量当量の測定を行う。 

 ｂ．内部被ばくによる線量の評価 

   内部被ばくによる線量の評価は，作業環境の空気中の放射性物質の濃

度を測定することにより行い，また，必要に応じてホールボディカウン

タ等による測定を行う。 
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 ｃ．線量評価結果の通知及び記録 

 (ａ) 線量当量測定結果は，定期的に評価，記録するとともに，以後の放

射線管理及び健康管理に反映させる。 

 (ｂ) 線量評価結果は，本人に通知する。 

 (４) 健康管理 

 ａ．「労働安全衛生規則」（第44条及び第45条）による健康診断のほか

「電離放射線障害防止規則」（第56条及び第56条の２）の規定に基づき

放射線業務従事者について健康診断を実施し，常にその健康状態を把握

する。 

 ｂ．健康診断結果及び線量評価結果による医師の勧告等を考慮し，必要あ

る場合は，保健指導及び就業上の措置を講ずる。 

 ｃ．廃棄物管理施設内において放射線障害が発生した場合，又はそのおそ

れのある場合は，必要な応急措置をとる。 

 (５) 請負業者の個人被ばく管理 

   請負業者の放射線業務従事者の個人被ばく管理については，当社放射

線業務従事者に準じて扱う。 
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2.5 放射性廃棄物の放出管理 

  貯蔵ピットの収納管及び汚染のおそれのある区域からの排気は，排気フ

ィルタでろ過した後，北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）

の排気口から大気中へ放出する。この排気中の放射性物質は，排気モニタ

リング設備によって連続的に捕集し，放射性物質の濃度の監視及び測定を

行う。 

  また，貯蔵ピットからの冷却空気は，冷却空気出口シャフトの排気口か

ら大気中へ排出する。この冷却空気中に含まれる放射性物質の濃度は極め

て低いが，排気モニタリング設備によって，有意な放出のないことを監視

する。 

  これらの排気モニタリング設備のうち，ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋

換気筒モニタ及び冷却空気出口シャフトモニタの測定結果は，制御室に指

示及び記録するとともに，放射能レベルがあらかじめ設定された値以上に

なると制御室に警報を発する。 

  また，測定した放射性物質の濃度及び量又はそれらを換算して得られる

被ばく線量を，従業者が安全に認識できる場所に表示する。 
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第2.2－1表 管理区域の細区分基準 

 

区  分         基     準 

 外部放射線に係る線量率が 500μＳｖ／ｈ以下 

 であって，通常作業において，空気中の放射性 

グリーン区域 物質の濃度の３月間の平均値及び放射性物質に  

  よって汚染された物の表面の放射性物質の密度 

  が，「線量告示」（第１条）に定められた濃度又 

 は密度を超えない区域 

  外部放射線に係る線量率が 500μＳｖ／ｈ以下 

  であって，通常作業において，空気中の放射性 

イ エ ロ 区 域 物質の濃度の３月間の平均値及び放射性物質に  

  よって汚染された物の表面の放射性物質の密度 

  が，「線量告示」（第６条及び第４条）に定めら 

 れた濃度又は密度以下である区域 

  外部放射線に係る線量率が 500μＳｖ／ｈを超 

  えるか，空気中の放射性物質の濃度の３月間の 

レ ッ ド 区 域 平均値又は放射性物質によって汚染された物の 

 表面の放射性物質の密度が，「線量告示」（第６ 

 条及び第４条）に定められた濃度又は密度を超 

 えるおそれのある区域で，通常作業時に人の立 

入りを禁止する区域 
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 第2.2－２表 管理区域の遮蔽設計基準 

 

区  分 基準線量率 

 Ⅰ２：週 4 8 時 間 以 内 し か           ≦  10μＳｖ／ｈ 

    立ち入らないところ  

 Ⅰ３：週 1 0 時 間 程 度 し か           ≦  50μＳｖ／ｈ 

    立ち入らないところ  

 Ⅰ４：週 １ 時 間 程 度 し か           ≦ 500μＳｖ／ｈ 

    立ち入らないところ  

 Ⅰ５：通常は立ち入らない           ＞ 500μＳｖ／ｈ 

    ところ  
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第2.1－１図 管理区域及び周辺監視区域図 
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3. 周辺監視区域境界の放射線監視 

  周辺監視区域外の線量が合理的に達成できる限り低くなるように，廃棄

物管理施設には十分な遮蔽を設け，施設からの直接線及びスカイシャイン

線による線量を十分低くするとともに気体廃棄物の大気中への放出に当た

っては，｢2.5 放射性廃棄物の放出管理｣に述べたように，厳重な管理を

行うが，さらに，異常がないことを確認するため周辺監視区域境界付近の

放射線監視を行う。 

  周辺監視区域境界付近においては，空間放射線量は，積算線量計により，

空気中の放射性物質の濃度は，ダストサンプラにより定期的に測定する。 

  また，測定した空間放射線量及び空気中の放射性物質の濃度又はそれら

を換算して得られる被ばく線量を，従業者が安全に認識できる場所に表示

する。 

 

測定対象 測定頻度 測定点及び監視 

空間放射線量 １回／３箇月 
 周辺監視区域境界付近に積算

線量計を設置 

空気中の放射性

粒子濃度 
１回／週 

 周辺監視区域境界付近にダス

トサンプラを設置 

 フィルタを定期的に回収し，

全ベータ線測定をする。 
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4. 放射性廃棄物処理 

4.1 放射性廃棄物処理の基本的考え方 

  放射性廃棄物の廃棄施設の設計及び管理に際しては，「廃棄物管理事業

規則」を遵守するとともに，次の考え方に基づくものとする。 

 (１) 貯蔵ピットの収納管及び汚染のおそれのある区域からの排気は，排

気フィルタでろ過した後，北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換

気筒）の排気口から放出し，周辺監視区域外の空気中の放射性物質の濃

度が「線量告示」（第８条）に定められた値を超えないようにする。 

 (２) 液体廃棄物は，十分な貯蔵容量を有する貯槽に保管廃棄する。 

 (３) 固体廃棄物は，十分な貯蔵容量を有する貯蔵設備に保管廃棄する。 
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4.2 気体廃棄物処理 

4.2.1 気体廃棄物の発生源 

  廃棄物管理施設では，ガラス固化体の貯蔵に伴い，冷却空気出口シャフ

トの排気口から冷却空気中のアルゴン放射化物が放出される。また，ガラ

ス固化体は，ガラス固化体自体が放射性物質を閉じ込めているので，ガラ

ス固化体自体を発生源とする気体廃棄物の発生は考えられないが，ガラス

固化体閉じ込め検査における測定能力を考慮して，固化ガラスから比較的

空気中に移行しやすい性質を持つとされているルテニウム及びセシウムが

貯蔵ピットの収納管から排気中に含まれる場合を考える。 

  冷却空気出口シャフトの排気口からの排気に含まれる放射性物質の濃度

は極めて低いが，濃度を監視しながら大気中に放出する。また，貯蔵ピッ

トの収納管からの排気は，高性能粒子フィルタで放射性物質を除去した後，

放射性物質の濃度を監視しながら北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建

屋換気筒）の排気口から大気中に放出する。 

  なお，ガラス固化体を収容した輸送容器内の気体中に放射性ルテニウム 

が2.1×10－２Ｂｑ／ｃｍ３，放射性セシウムが4.3×10－２Ｂｑ／ｃｍ３含ま

れ，それが放出されることを想定し，輸送容器内の空間容積を３ｍ３（輸

送容器の空間容積を保守的に設定），輸送容器の年間受入れ基数を25基

（ガラス固化体の最大受入れ能力500本を考慮した基数）とした放出量は，

収納管から排気中に含まれる放射性物質の放出量に比べて小さい。また，

輸送容器を開放中に換気設備が停止した場合においてもその放出量は小さ

い。 
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4.2.2 気体廃棄物の推定放出量 

 (１) 冷却空気出口シャフトの排気口からの排気 

   冷却空気が貯蔵区域を通過する際に，空気中の元素が中性子の照射を

受けて放射化することが考えられる。 

   ここでは，反応断面積
（１）

及び生成核種の半減期を考慮し，アルゴン放射  

化物のうち，アルゴン－41の年間放出量を推定する。 

 ａ．放出量の推定方法 

   放射化の計算に当たっては，アルゴン放射化物の排気口における濃度

及び放出量が最大となる状態として，ガラス固化体がガラス固化体貯蔵

建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟のそれぞれの貯蔵ピットの収納管に

1,440本収納されている状態を想定する。 

   放射化により生成する放射性物質濃度計算
（５）

においては，アルゴンの重

量組成
（３）

及び存在比
（４）

から求められる原子数密度を用いる。 

   貯蔵区域内の中性子束については，ガラス固化体１本当たりの中性子

発生個数を添付書類五「1.2.4 遮蔽設計に用いる線源強度」に示した

値を考慮し，中性子線源強度については2.0×10９ｓ－１／本，エネルギ 

スペクトル
（２）

については計算上厳しくなるようにキュリウム－244の自発

核分裂により生成する中性子のスペクトルとして設定する。 

   また，冷却空気流量は添付書類五「3. 廃棄物管理設備本体」で示し

たガラス固化体の温度解析と同様の方法により求め，照射時間は算出し

た冷却空気流量を基にガラス固化体貯蔵設備の構造等を考慮して26秒と

する。 

   また，アルゴン－40の放射化断面積は，熱中性子に対する放射化断

面積
（４）

を設定するとともに，熱中性子領域外の放射化断面積
（１）

について各エ

ネルギ群の平均放射化断面積を設定した。 
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   なお，排出空気中のアルゴン－41は，排出する冷却空気温度約80℃を

考慮して評価する。 

 ｂ．推定年間放出量 

   ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の冷却空気出口

シャフトの排気口から大気中に放出される放射性アルゴン：2.3×1010Ｂq 

 

 

 

 

 

 (２) 北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）の排気口からの

排気 

   ガラス固化体は，固化ガラス自体が放射性物質を閉じ込めており，さ

らに，ステンレス鋼製の容器内に閉じ込められているので，ガラス固化

体の外部に放射性物質を放出することは考えられない。 

   しかし，ここでは，廃棄物管理施設でのガラス固化体受入れ時に行う

ガラス固化体の閉じ込め性を確認するための検査を考慮して放射性ルテ

ニウム及び放射性セシウムの放出を想定し，気体廃棄物の年間放出量を

推定する。 

 ａ．放出量の推定方法 

   ガラス固化体閉じ込め検査における測定能力を考慮することにより，

ガラス固化体１本当たりの放出量を推定し，これに貯蔵ピットの収納管

内に貯蔵できる最大本数2,880を乗じ，放出量とする。放射性ルテニウ

ムの放出量の推定に当たっては，貯蔵中の減衰を考慮する。 

   また，放射性セシウムについては，高性能粒子フィルタの除去効率を

ガラス固化体貯蔵建屋の冷却空気出口シャフトの排気口にお

ける放射性アルゴン：5.1×10９Ｂq 

ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の冷却空気出口シャフトの排気口

における放射性アルゴン：1.7×1010Ｂq 
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99.9％とする。 

   年間の推定放出量は，次式で表される。 

   推定年間放出量（Ｂｑ） 

    ＝ ガラス固化体１本当たりの推定放出量（Ｂｑ／本・ｈ） 

     × 貯蔵本数（本）×8760（ｈ） 

 

 

   ここで， 

    ガラス固化体１本当たりの推定放出量 

     放射性ルテニウム：7.4×10－１Ｂｑ／本・ｈ 

     放射性セシウム ：1.5Ｂｑ／本・ｈ 

      ガラス固化体１本当たりの推定放出量（Ｂｑ／本・ｈ） 

 

 

       検出器の検出感度     放射性ルテニウム：11Ｂｑ 

                    放射性セシウム：1.1Ｂｑ 

       サンプリング効率     放射性ルテニウム：１ 

                    放射性セシウム：0.1 

       同 時 検 査 本 数     ３本 

       サンプリング時間     ５時間 

 

       なお，放射性セシウムに係るガラス固化体１本当たりの

推定放出量の算出に当たっては，セシウム－134を考慮し

て，セシウム－137の推定放出量を２倍とする。 

 

高性能粒子フィルタの除去効率 

100 
× １－ 

検出器の検出感度 

サンプリング効率×同時検査本数×サンプリング時間 

＝ 
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    貯蔵本数 

     放射性ルテニウム：1,000本 

      放射性ルテニウムの貯蔵本数は，ルテニウム－106の崩壊によ 

      る減衰（半減期：367日≒約１年）考慮し，本施設のガラス固 

      化体の最大受入れ能力（年間500本）に基づく等価貯蔵本数と 

      し，以下の算出による。 

       等価貯蔵本数（本） 

 

 

                          （ｎ：貯蔵年数） 

     放射性セシウム ：2,880本 

    高性能粒子フィルタの除去効率 

     放射性ルテニウム：０％ 

     放射性セシウム ：99.9％ 

 

 ｂ．推定年間放出量 

   放射性ルテニウム：6.5×10６Ｂｑ 

   放射性セシウム ：3.8×10４Ｂｑ 

 

  

１－（１／２）ｎ 

１－１／２ 
＝年間最大受入れ能力（本／年）× 
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4.3 液体廃棄物処理 

4.3.1 液体廃棄物の種類とその発生量 

  廃棄物管理施設の管理区域では，定常時に発生する液体廃棄物はない。

液体廃棄物の発生の可能性としては，定期検査等の管理区域の作業により

従業員の汚染が検出された場合の手洗い・シャワードレン及び管理区域で

結露が生じた場合の床ドレンである。 

  当社廃棄物管理施設における実績等を考慮すると，これらの液体廃棄物

の年間推定発生量及び放射性物質濃度は，次に示すとおりである。 

   液体廃棄物の年間推定発生量：約0.2ｍ３ 

   液体廃棄物の放射性物質濃度：３×10１Ｂｑ／ｃｍ３以下 
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4.3.2 液体廃棄物の保管管理 

  液体廃棄物は，液体廃棄物の廃棄施設の廃水貯蔵設備に保管廃棄する。 
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4.4 固体廃棄物処理 

4.4.1 固体廃棄物の種類とその発生量 

廃棄物管理施設の管理区域で発生する固体廃棄物は，収納管排気設備

のフィルタエレメント，換気設備のフィルタエレメント，定期検査等の作

業により発生するウエス，ゴム手袋等である。 

当社廃棄物管理施設における実績等を考慮すると，これらの固体廃棄

物の年間推定発生量は，次に示すとおりである。 

固体廃棄物の年間推定発生量：約15ｍ３ 

 

  



6－4－10 

4.4.2 固体廃棄物の保管管理 

  固体廃棄物はドラム缶等に封入した後，固体廃棄物の廃棄施設の固体廃

棄物貯蔵設備に保管廃棄する。 
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5. 平常時における公衆の線量評価 

  廃棄物管理施設に起因する平常時における公衆の線量が，「線量告示」

に定められた線量限度を超えないことはもとより，合理的に達成できる限

り低いことを評価する。 

  廃棄物管理施設からの気体廃棄物の推定放出量は，「4.2.2 気体廃棄物

の推定放出量」に示すとおりであり，排気口における濃度は放射性アルゴン

が，約9.9×10－６Ｂｑ／ｃｍ３で「線量告示」に定められた周辺監視区域外

の空気中の濃度限度の五十分の一以下であり，また，放射性ルテニウムが約

5.7×10－９Ｂｑ／ｃｍ３，放射性セシウムが約3.4×10－11Ｂｑ／ｃｍ３で「線

量告示」に定められた周辺監視区域外の空気中の濃度限度の百分の一以下

であり，十分小さい。しかしながら，ここでは，大気中の拡散により敷地

境界外ではさらに希釈され，公衆の線量が無視できるレベルであることを

確認する。 

  なお，本施設からの液体廃棄物の放出はない。 

  また，本施設からの放射線については，敷地境界外における線量の評価

を行う。 
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5.1 気体廃棄物の放出に係る公衆の線量 

5.1.1 計算方法の概要 

 放射性物質の大気中での拡散を評価するに当たっては，冷却空気出口シ

ャフトの排気口及び北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）の

排気口からの放射性物質の放出が連続的な事象であるので，方位別大気安

定度別風速逆数の総和を用い，年平均地表空気中濃度を計算する。計算地

点は周辺監視区域外とし，敷地境界と周辺監視区域境界がほぼ一致してい

るので，周辺監視区域外の計算結果を敷地境界外の計算結果として扱う。 
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5.1.2 計算のための前提条件 

 (１) 計算に用いる放射性物質の放出量 

   計算に用いる放射性物質の放出量は「4.2.2 気体廃棄物の推定放出

量」に示すとおりである。 

 (２) 放出源の有効高さ 

   北換気筒（ガラス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）については，地上

高さに周辺の建物及び地形を考慮して，全方向について 50ｍとする。 

   冷却空気出口シャフトについては，吹上げを考慮せずに地上放出とし，

０ｍとする。 

 (３) 気象条件 

   気象条件は，現地における平成 25 年４月から平成 26 年３月までの１

年間の地上 10ｍ地点における観測による実測値を使用する。 

   年平均地表空気中濃度の計算には，第 5.1－１表に示す方位別大気安

定度別風速逆数の総和を使用する。 

 (４) 地表空気中濃度の計算地点 

   地表空気中濃度の計算は，冷却空気出口シャフト及び北換気筒（ガラ

ス固化体受入れ・貯蔵建屋換気筒）を中心として，それぞれ 16 方位に

分割し，各方位の周辺監視区域外について行う。 
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5.1.3 地表空気中濃度の計算方法 

 地表空気中濃度は，「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指針」

（昭和57年１月28日原子力安全委員会決定）に示される基本拡散式により

計算する。 
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5.1.4 年平均地表空気中濃度の計算結果 

  周辺監視区域外について，年平均地表空気中濃度の計算を行った結果，

放射性アルゴンについて濃度が最大となるのは，排気口からＷＮＷ方向約

550ｍの地点であり，その値は約7.8×10－９Ｂｑ／ｃｍ３である。 

  また，放射性ルテニウム及び放射性セシウムについて濃度が最大となる

のは，排気口からＷＮＷ方向約900ｍの地点であり，その値は放射性ルテ

ニウムが約1.5×10－13Ｂｑ／ｃｍ３，放射性セシウムが約8.8×10－16Ｂｑ／

ｃｍ３である。 

  これらの値を「線量告示」に定められた周辺監視区域外の空気中の濃度

限度と比較すると，放射性アルゴンが五万分の一以下，放射性ルテニウム

及び放射性セシウムが一千万分の一以下であり，極めて小さい。 
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5.1.5 気体廃棄物の放出に係る公衆の線量の計算結果 

  公衆の線量は，周辺監視区域外の空気中の濃度限度に対する割合が五万

分の一以下である放射性アルゴンについて，以下のとおり計算した。 

  なお，廃棄物管理施設は，ガラス固化体を管理する施設という特徴から，

ガラス固化体の固化ガラス自体が放射性物質を閉じ込めており，さらに，

ステンレス鋼製の容器内に閉じ込められている。よって，廃棄物管理施設

からの気体廃棄物の放出に係る公衆の線量については，放射性希ガスから

の外部被ばくが代表的な被ばく経路となる。 

  線量の計算は，敷地境界外の年平均地表空気中濃度が最大となる地点に

居住する人を対象とし，最大濃度のサブマージョンによる１年間の外部被

ばくを仮定した。 

 (１) 放射性希ガスからの外部被ばくに係る実効線量の計算式 

   実効線量は，以下の式により計算する。 

    Ｄ１＝Ｋ１・χ１ 

   ここで， 

  Ｄ１  ：放射性希ガスからの外部被ばくに係る実効線量 

（ｍＳｖ／ｙ） 

  Ｋ１  ：空気中濃度あたりの実効線量係数
（１２）

 

       （放射性アルゴン：5.3×10－６×365) (       ) 

  χ１  ：年平均地表空気中濃度  

       （放射性アルゴン：7.8×10－３）(Ｂｑ／ｍ３) 

 (２) 実効線量の計算結果 

   放射性希ガスからの外部被ばくに係る公衆の実効線量は，年間約 

1.5×10－５ｍＳｖである。なお，放射性ルテニウム及び放射性セシウム

の線量は，放射性アルゴンに比べて小さい。  

Ｂｑ／ｍ３ 

ｍＳｖ／ｙ 
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5.2 施設からの放射線による公衆の線量 

5.2.1 計算方法の概要 

  廃棄物管理施設からの放射線による公衆の線量は，施設に収容されてい

る線源が放出する放射線が直接的に，又は，空気中で散乱されて施設周辺

に到達してくる直接線及びスカイシャイン線による線量について評価する。

廃棄物管理施設からの直接線及びスカイシャイン線による公衆の線量の評

価に当たっては，敷地境界と周辺監視区域境界がほぼ一致しているので，

線量の計算上厳しい評価結果を与える周辺監視区域境界について計算し，

その値を敷地境界外における線量として扱う。計算地点は，ガラス固化体

貯蔵建屋，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟及びガラス固化体受入れ建屋からそ

れぞれ最短となる周辺監視区域境界とし，各建屋からの直接線及びスカイ

シャイン線による線量を足し合わせた実効線量及び皮膚の等価線量を評価

する。 

  なお，眼の水晶体の等価線量は，ガンマ線については皮膚の等価線量と

同程度
（１１）

であること，中性子線については皮膚及び眼の水晶体の等価線量は

いずれも実効線量を下回り
（１１）

実効線量の値を皮膚及び眼の水晶体の等価線量

の値として扱えることから，皮膚の等価線量を評価することにより，眼の

水晶体についても等価線量限度を十分下回ることを確認する。 
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5.2.2 計算のための前提条件 

 (１) 線  源 

   線源としては，ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟

の貯蔵ピットの収納管内のガラス固化体（2,880 本）及びガラス固化体

受入れ建屋の輸送容器一時保管区域内のガラス固化体を収納した輸送容

器 22 基とする。 

   ガラス固化体の線源強度及びエネルギスペクトルは，添付書類五

「1.2.4 遮蔽設計に用いる線源強度」に示した値を用いる。ガラス固

化体を収納した輸送容器の線源強度は，輸送容器表面から１ｍ離れた位

置での線量当量率を 100μＳｖ／ｈとし，エネルギスペクトルとしては

線量の計算上厳しい評価結果を与えるように，高エネルギの二次ガンマ

線を考慮して８ＭｅＶのガンマ線を用いて設定する。 

 (２) 計算地点 

   線量の計算は，第 5.1－１図に示す周辺監視区域境界のうち，ガラス

固化体貯蔵建屋，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟及びガラス固化体受入れ建

屋からの距離がそれぞれ最短となる地点について行う。 

   計算に用いる各建屋から計算地点までの距離は，ガラス固化体貯蔵建

屋から 550ｍ，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟から 550ｍ，ガラス固化体受

入れ建屋から 500ｍとする。 
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5.2.3 線量の計算方法
（１）（２）

 

 (１) ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 

   ガラス固化体を収納する貯蔵ピットは，ガラス固化体貯蔵建屋及びガ

ラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の地下に設置するため，貯蔵ピット内のガラス

固化体からの直接線による線量は無視できるので，貯蔵ピットからのス

カイシャイン線による線量について評価する。 

   また，スカイシャイン線による線量については貯蔵区域内の全ガラス

固化体を線源とし，その配置形状を考慮した均質・無限平板にモデル化

し，一次元輸送計算コード（ＡＮＩＳＮ）
（３）

により建屋屋上における放射

線束を計算する。この結果を一回散乱計算コード（Ｇ－33）
（４）

又は二次元

輸送計算コード（ＤＯＴ）
（５）

に入力して計算地点における放射線束を算出

する。 

   冷却空気入口シャフト及び冷却空気出口シャフトから漏洩する放射線

に係るスカイシャイン線による線量については，貯蔵区域内の全ガラス

固化体を線源とし，二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）
（５）

によりシャフト先

端部における放射線束を計算する。ガラス固化貯蔵建屋Ｂ棟については，

冷却空気出口シャフトの構造を考慮し，ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟の冷

却空気出口シャフトから漏洩する放射線束を計算する。計算に用いる線

源等の形状の概要図を第 5.1－２図に示す。この結果を一回散乱計算コ

ード（Ｇ－33）
（４）

又は二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）
（５）

に入力して計算地

点における放射線束を算出する。 

   計算地点における放射線束の算出に当たっては，遮蔽体として，線源

をとり囲むコンクリート壁（密度 2.15ｇ／ｃｍ３）を考慮する。 

   なお，シャフト先端部における放射線束の計算に当たっては，複数の

領域に分割して二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）
（５）

による接続計算を行う
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ことにより求める。 

   計算地点におけるガンマ線に係る放射線束から実効線量の算出には，

二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）
（５）

については国際放射線防護委員会（以

下「ＩＣＲＰ」という。）の Publication 74
（１１）

の換算係数及び「平成 12

年科学技術庁告示第５号（別表第５）」の換算係数を，一回散乱計算コ

ード（Ｇ－33）
（４）

についてはＩＣＲＰの Publication 51
（８）

の換算係数及び

実効換算係数
（９）（１０）

を用いる。 

   また，計算地点におけるガンマ線に係る放射線束から皮膚の等価線量

の算出には，二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）
（５）

についてはＩＣＲＰの

Publication 74
（１１）

の換算係数を，一回散乱計算コード（Ｇ－33）
（４）

につい

てはＩＣＲＰの Publication 51
（８）

の換算係数及び実効換算係数
（９）（１０）

を用いる。 

   なお，ガンマ線については，実効線量の値は実効線量当量の値を下

回る
（１１）

ことから，実効線量当量で算出されたものについては，実効線量当

量の値を実効線量の値として扱う。 

   また，皮膚の等価線量については，算出された皮膚の吸収線量及び皮

膚の組織線量当量を皮膚の等価線量として扱う。 

   計算地点における中性子の放射線束から実効線量の算出には，「平成

12 年科学技術庁告示第５号（別表第６）」の換算係数を用いる。中性

子による皮膚の等価線量については，皮膚の等価線量の値は実効線量の

値を下回る
（１１）

ことから，実効線量の値を皮膚の等価線量の値として扱う。 

 (２) ガラス固化体受入れ建屋 

   輸送容器一時保管区域のガラス固化体を収納した輸送容器からの直接

線は，輸送容器内ガラス固化体を均質球にモデル化し，輸送容器基数

（22 基）を考慮して点減衰核計算コード（ＱＡＤ）
（６）（７）

により計算地点に

おける放射線束を算出する。 
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   また，スカイシャイン線については，上記のモデル化に基づき，点減

衰核計算コード（ＱＡＤ）
（６）（７）

及び一回散乱計算コード（Ｇ－33）
（４）

を適切に

組み合わせて計算地点における放射線束を算出する。 

   計算地点における放射線束の算出に当たっては，遮蔽体として，線源

をとり囲むコンクリート壁（密度 2.15ｇ／ｃｍ３）を考慮する。 

   計算地点におけるガンマ線に係る放射線束から実効線量及び皮膚の等

価線量の算出には，ＩＣＲＰの Publication 51
（８）

の換算係数及び実効換

算係数
（９）（１０）

を用いる。 

   なお，ガンマ線については，実効線量の値は実効線量当量の値を下

回る
（１１）

ことから，実効線量当量で算出された値を実効線量の値として扱う。 

   また，皮膚の等価線量については，算出された皮膚の組織線量当量を

皮膚の等価線量として扱う。 
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5.2.4 計算結果 

  廃棄物管理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域

外の線量の計算を行った結果，第5.1－１図に示す地点で最大となり，そ

の実効線量及び皮膚の等価線量は，いずれも年間約８×10－３ｍＳｖであ

る。 
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5.3 線量評価結果 

  廃棄物管理施設からの直接線及びスカイシャイン線による周辺監視区域

外の実効線量及び皮膚の等価線量の計算を行った結果，その値は，いずれ

も年間約８×10－３ｍＳｖであり，また，放射性物質の放出に係る実効線量

は年間約1.5×10－５ｍＳｖである。 

  したがって，平常時における公衆の実効線量は，放射性物質の放出に係

る実効線量並びに施設からの直接線及びスカイシャイン線による実効線量

を足し合わせても十分小さく，「線量告示」に定められた線量限度を超え

ないことはもとより，「発電用軽水型原子炉施設周辺の線量目標値に関す

る指針（昭和50年５月13日原子力委員会決定）」において定める線量目標

値（実効線量で50μＳｖ／ｙ）を十分下回る。また，皮膚の等価線量につ

いても，「線量告示」に定められた線量限度を十分に下回る。眼の水晶体

の等価線量は，皮膚の等価線量と同程度であり，「線量告示」に定められ

た線量限度を十分に下回る。 

  以上のように，本施設に起因する平常時における公衆の線量は，合理的

に達成できる限り十分に低い。 
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第 5.1－１表 方位別大気安定度別風速逆数の総和 

                                                          (標高 69ｍ，地上高 10ｍ)(ｓ／ｍ） 

           大気安定度 

計算地点の方位 
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ 

Ｎ 2.04 34.01 0.28 92.86 3.84 77.55 

ＮＮＥ 1.44 36.11 7.66 97.50 5.90 76.97 

Ｎ Ｅ 3.04 21.95 5.76 93.87 6.92 70.87 

ＥＮＥ 1.27 16.81 5.89 129.42 17.87 89.26 

Ｅ 2.54 14.29 25.04 255.73 16.13 79.70 

ＥＳＥ 0.67 21.22 41.73 249.84 14.87 72.85 

Ｓ Ｅ 0.00 15.51 20.07 146.27 17.46 91.57 

ＳＳＥ 0.00 16.83 4.64 51.92 4.60 62.86 

Ｓ 0.00 6.12 1.77 40.61 1.93 33.50 

ＳＳＷ 0.00 6.23 1.47 39.30 0.00 32.48 

Ｓ Ｗ 1.01 3.29 3.02 25.70 0.00 14.15 

ＷＳＷ 1.12 19.30 12.62 100.96 1.41 15.51 

Ｗ 3.80 34.65 36.22 222.59 7.83 39.56 

ＷＮＷ 1.72 48.36 28.49 261.63 11.33 88.65 

Ｎ Ｗ 2.33 10.99 1.70 80.16 0.96 50.47 

ＮＮＷ 0.84 17.51 0.00 39.46 0.48 54.07 
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第5.1－１図 線量計算地点 
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第5.1－２図 ガラス固化体貯蔵建屋及びガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟に係る 

                  計算形状概要図（冷却空気出入口シャフト） 

冷却空気出口シャフト

冷却空気入口シャフト

貯蔵区域内の全ガラス固化体を均質化

貯蔵区域内の全ガラス固化体を均質化

①

②

①

冷却空気出口シャフト

冷却空気入口シャフト

貯蔵区域内の全ガラス固化体を均質化

貯蔵区域内の全ガラス固化体を均質化

①

④

②

③

④

③

②

①

迷路板

迷路板

迷路板

ガラス固化体貯蔵建屋Ｂ棟 ガラス固化体貯蔵建屋

①～④：二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）における計算領域

二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）における計算モデル 二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）における計算モデル

②

③

①～③：二次元輸送計算コード（ＤＯＴ）における計算領域

ルーバ

ルーバ迷路板

シャフト先端部

シャフト先端部

シャフト先端部


